
株主各位

第115期連結株主資本等変動計算書

第115期連結計算書類の連結注記表

第115期株主資本等変動計算書

第115期計算書類の個別注記表

上記の事項は、法令及び当社定款の規定に基づき、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（https://www.aichi-steel.co.jp/）に

掲載することにより、株主の皆様に提供したものとみなされる情

報です。

2019年5月24日
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連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） （百万円未満切り捨て）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2018年４月１日期首残高 25,016 28,016 85,641 △1,226 137,448

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △2,558 △2,558

親会社株主に
帰属する当期純利益

6,503 6,503

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 3,944 △0 3,943

2019年３月31日期末残高 25,016 28,016 89,585 △1,226 141,391
　

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産合計その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

為替換算

調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

2018年４月１日期首残高 9,482 － 1,574 3,386 14,443 8,915 160,806

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △2,558

親会社株主に
帰属する当期純利益

6,503

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

連結会計年度中の変動額（純額）
△1,535 9 216 △1,886 △3,196 336 △2,859

連結会計年度中の変動額合計 △1,535 9 216 △1,886 △3,196 336 1,083

2019年３月31日期末残高 7,946 9 1,791 1,499 11,246 9,251 161,889
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連結注記表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項)
１．連結の範囲に関する事項 ……… (1) 連結子会社の数 18社

当該連結子会社は、愛鋼㈱、アイチセラテック㈱、近江鉱業㈱、アイチ テクノ

メタル フカウミ㈱、アイチ物流㈱、アイチ情報システム㈱、アイコーサービス

㈱、アイチ・マイクロ・インテリジェント㈱、㈱アスデックス、アイチ フォー

ジ フィリピン㈱、アイチフォージ ユーエスエイ㈱、アイチ ヨーロッパ㈲、

アイチ フォージ（タイランド）㈱、上海愛知鍛造有限公司、アイチ フォージ

ング インドネシア㈱、アイチ マグファイン チェコ㈲、アイチコリア㈱及び

愛知磁石科技（平湖）有限公司であります。

なお、連結子会社であった愛旺科技股份有限公司は清算したため、当連結会計年

度より連結の範囲から除外しております。

(2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社は、㈱名南工機であります。

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社（㈱名南工機）については、総資産額・売上高・当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも小規模であり、

かつ、質的にも重要性に乏しく、連結計算書類に重要な影響を与えないため、連

結の範囲から除いております。

２．持分法の適用に関する事項 …… 非連結子会社（㈱名南工機）及び関連会社（東海特殊鋼㈱ほか）については、当

期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等が、いずれも

小規模であり、かつ、質的にも重要性に乏しく、全体としても連結計算書類に重

要な影響を与えないため、持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に ……

関する事項

連結子会社のうち、上海愛知鍛造有限公司及び愛知磁石科技（平湖）有限公司の

決算日は、12月31日であります。

連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計

算書類を使用しております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

(a) 有価証券

その他有価証券 時価のあるもの …… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

[評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定 ]

　 時価のないもの …… 移動平均法による原価法

(b) たな卸資産

① 製品及び仕掛品 ……………………… 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法により算定）

② 原材料及び貯蔵品 …………………… 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

ただし、貯蔵品のうちロール及び鋳型については、減価償却に準じ耐用年数に応じて減価額を控除しておりま

す。

(c) デリバティブ取引により生じる債権及び債務 ……… 時価法
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

(a) 有形固定資産（リース資産を除く） … 主として定率法

ただし、当社の第２棒鋼圧延工場は、定額法によっております。

(b) 無形固定資産（リース資産を除く） … 定額法

(c) リース資産 ……………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある

場合は残価保証額）とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

(a) 貸倒引当金 ……………………………… 一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(b) 役員賞与引当金 ………………………… 役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を

計上しております。

(c) 役員退職慰労引当金 …………………… 当社は、役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支出に備えるため、

退職慰労金制度廃止時点での内規に基づく要支給額を計上しておりま

す。

子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

(a) 退職給付見込額の期間帰属方法 ……… 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

(b) 数理計算上の差異及び過去勤務費用

　 の費用処理方法 ………………………… 過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務期間（主として15年）

による定額法により、費用処理することとしております。

数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間（主として

15～16年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。

(c) その他の事項 …………………………… 当社の参与に対する退職慰労引当金を含んでおり、その計上基準は役

員退職慰労引当金と同様であります。

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(a) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法 …………………… 通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、振当

処理を採用しております。

金利スワップについては、原則として繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、

特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象 …………… (イ)ヘッジ手段…通貨スワップ

　 ヘッジ対象…外貨建借入金

(ロ)ヘッジ手段…金利スワップ

　 ヘッジ対象…円貨建借入金及び外貨建借入金

③ ヘッジ方針 …………………………… 金融機関からの外貨建借入金について、将来の為替変動によるリスク

を回避するため、通貨スワップ取引を、また、金融機関からの円貨建

借入金及び外貨建借入金について、金利変動によるリスクを回避する

ため、金利スワップ取引を利用しております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 …………… ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象の
変動相場とヘッジ手段の変動相場を比較して有効性を判定しておりま
す。なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップ及び特例処理
の要件を満たしている金利スワップについては、有効性の判定を省略
しております。

(b) のれんの償却に関する事項 …………… のれんの償却については、原則として20年内の期間で均等償却してお

りますが、金額が僅少な場合は、発生時の損益として処理しておりま

す。

(c) 消費税等の会計処理 …………………… 税抜方式によっております。
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(表示方法の変更)
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び

会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税

金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

(連結貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額 322,277百万円

２．有形固定資産のうち機械装置及び運搬具676百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により取得価額から直接控除しており

ます。

　

(連結損益計算書に関する注記)
減損損失

当社グループは、その製品群ごとの事業用資産及び物件ごとの賃貸用資産・遊休資産にグルーピングを行い、減損会

計の適用を行っております。

以下の資産グループについては設備更新計画の決定による将来使用価値の変化により、減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

愛知県東海市 (遊休) 建設仮勘定 907

愛知県知多郡東浦町 (遊休) 建設仮勘定 14

岐阜県各務原市 (遊休) 建設仮勘定 7

計 928

なお、いずれの資産グループも回収可能価額は正味売却価額としており、建設仮勘定については実質的な価値はない

と判断されるため、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
１．当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 19,886,675株

２．当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

普通株式 203,634株

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議日 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2018年６月22日
定時株主総会

普通株式 1,377百万円 70円 2018年３月31日 2018年６月25日

2018年10月31日
取締役会

普通株式 1,180百万円 60円 2018年９月30日 2018年11月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2019年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

① 配当金の総額 1,180百万円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 60円

④ 基準日 2019年３月31日

⑤ 効力発生日 2019年６月24日（支払開始日）
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(金融商品に関する注記)
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関からの

借入及び社債の発行により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従いリスク低減を図っております。また、投資有

価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。

借入金及び社債の払込金の使途は運転資金（短期）及び設備投資資金（長期）であります。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引先の信用状況等を調査し、その都度承認を受け行うこととしてお

り、投機的な取引は行わない方針であります。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

〔百万円未満切り捨て〕

連結貸借対照表
計上額 (＊1)

時価 (＊1) 差額

百万円 百万円 百万円

(1) 現金及び預金 31,003 31,003 －

(2) 受取手形及び売掛金 61,652

　 貸倒引当金 (＊2) △59

61,593 61,593 －

(3) 投資有価証券 13,418 13,418 －

(4) 支払手形及び買掛金 (30,394) (30,394) －

(5) 短期借入金 (312) (312) －

(6) 一年内返済長期借入金 (9) (10) (0)

(7) 社債 (20,000) (19,983) (△16)

(8) 長期借入金 (39,296) (39,270) (△26)

(9) デリバティブ取引 9 9 －

(＊1) 負債に計上しているものについては、（ ）で示しております。

(＊2) 受取手形及び売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

業務上の関係を有する企業の株式であり、取引所の価格によっております。

(4) 支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(6) 一年内返済長期借入金、(7)社債、並びに（8）長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入又は新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

おります。

（9）デリバティブ取引

取引先金融機関から提示された価格によっております。

また、為替予約等の振当処理を適用しているデリバティブ取引及び金利スワップの特例処理を適用しているデリバ

ティブ取引については、ヘッジ対象である長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額7,791百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、「（3）投資有価証券」には含めておりません。

　

(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 7,754円80銭

１株当たり当期純利益 330円38銭
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株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで） （百万円未満切り捨て）
　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金

2018年４月１日期首残高 25,016 27,898 27,898 6,254 165 66,722 73,141 △1,226 124,831

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △0 0 － －

剰余金の配当 △2,558 △2,558 △2,558

当期純利益 3,438 3,438 3,438

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △0 879 879 △0 878

2019年３月31日期末残高 25,016 27,898 27,898 6,254 165 67,601 74,021 △1,226 125,710

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

2018年４月１日期首残高 9,433 9,433 134,264

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 －

剰余金の配当 △2,558

当期純利益 3,438

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△1,532 △1,532 △1,532

事業年度中の変動額合計 △1,532 △1,532 △654

2019年３月31日期末残高 7,900 7,900 133,610
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項)
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

(a) 子会社株式及び関連会社株式 ………… 移動平均法による原価法

(b) その他有価証券 時価のあるもの … 期末日の市場価格等に基づく時価法

[評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定 ]

　 時価のないもの … 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

(a) 製品及び仕掛品 ………………………… 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法により算定）

(b) 原材料及び貯蔵品 ……………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）

ただし、貯蔵品のうちロール及び鋳型については、減価償却に準じ耐用年数に応じて減価額を控除しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法

ただし、第２棒鋼圧延工場は、定額法によっております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） …… 定額法

(3) リース資産 ………………………………… リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある

場合は残価保証額）とする定額法

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 ………………………………… 一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 役員賞与引当金 …………………………… 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上

しております。

(3) 退職給付引当金 …………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

過去勤務費用については、従業員の平均残存勤務期間（主として15年）

による定額法により、費用処理することとしております。

数理計算上の差異については、従業員の平均残存勤務期間（主として

15～16年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

なお、参与に対する退職慰労引当金を含んでおり、その計上基準は役

員退職慰労引当金と同様であります。

(4) 役員退職慰労引当金 ……………………… 役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支出に備えるため、退職慰労

金制度廃止時点での内規に基づく要支給額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理 ………………… 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未

処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理

の方法と異なっております。

(2) ヘッジ会計の方法

(a) ヘッジ会計の方法 ……………………… 通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、振当

処理を採用しております。

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例

処理を採用しております。
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(b) ヘッジ手段とヘッジ対象 ……………… ①ヘッジ手段…通貨スワップ

　ヘッジ対象…外貨建借入金

②ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…円貨建借入金及び外貨建借入金

(c) ヘッジ方針 ……………………………… 金融機関からの外貨建借入金について、将来の為替変動によるリスク

を回避するため、通貨スワップ取引を利用しております。

また、金融機関からの円貨建借入金及び外貨建借入金について、金利

変動によるリスクを回避するため、金利スワップ取引を利用しており

ます。

(d) ヘッジ有効性評価の方法 ……………… 通貨スワップの振当処理及び金利スワップの特例処理の要件を満たし

ているため、有効性の判定を省略しております。

(3) 消費税等の会計処理 ……………………… 税抜方式によっております。

(表示方法の変更)
(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）に伴う、「会社法施行規則及び

会社計算規則の一部を改正する省令」（法務省令第５号 2018年３月26日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資

産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

(貸借対照表に関する注記)
１．有形固定資産の減価償却累計額 281,721百万円

２．保証債務

他の会社の銀行借入に対し、保証を行っております。

アイチフォージ ユーエスエイ㈱ 2,608百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 11,165百万円

短期金銭債務 6,895百万円

４．有形固定資産のうち機械及び装置676百万円を国庫補助金等の圧縮記帳により取得価額から直接控除しております。

(損益計算書に関する注記)
１．関係会社との取引高

売上高 48,023百万円

仕入高 54,354百万円

営業取引以外の取引高 1,384百万円

２．子会社株式評価損

　連結子会社アイチ フォージ フィリピン株式会社の株式減損処理に伴う評価損であります。

３．減損損失

当社は、その製品群ごとの事業用資産及び物件ごとの賃貸用資産・遊休資産にグルーピングを行い、減損会計の適用

を行っております。

以下の資産グループについては設備更新計画の決定による将来使用価値の変化により、減損損失を計上しました。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

愛知県東海市 (遊休) 建設仮勘定 907

愛知県知多郡東浦町 (遊休) 建設仮勘定 14

岐阜県各務原市 (遊休) 建設仮勘定 7

計 928

なお、いずれの資産グループも回収可能価額は正味売却価額としており、建設仮勘定については実質的な価値はない

と判断されるため、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 普通株式 203,634株

(税効果会計に関する注記)
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払賞与等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、前払年

金費用、その他有価証券評価差額金であります。なお、評価性引当額2,876百万円を計上しております。
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(関連当事者との取引に関する注記)
１．親会社及び法人主要株主等
　

属性 会社等の名称
議決権等の

被所有割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

トヨタ自動車㈱
直接 24.0
間接 0.5

転籍2名 当社製品の販売 当社製品の販売 28,237
電子記録債権
売掛金

1,018
3,610

　

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、交渉の上で決定しています。

２ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．子会社及び関連会社等
　

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 愛鋼㈱
直接 73.8
間接 1.7

兼任２名
転籍５名

当社製品の
加工及び販売、
材料等の購入

当社製品の
加工及び販売

11,091 売掛金 4,778

子会社
アイチフォージ
ユーエスエイ㈱

直接 100.0 兼任４名
当社製品の
販売

債務保証 2,608 － －

　

(注) １ 取引条件及び取引条件の決定方針等

価格その他の取引条件は、交渉の上で決定しています。

債務保証については、金融機関からの借入に対して行ったものであります。

２ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

(１株当たり情報に関する注記)
１株当たり純資産額 6,788円11銭

１株当たり当期純利益 174円68銭
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